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研究要旨： 

 
本研究は、二つの目的を有す。一つは、コーデックスの一般原則部会（CCGP）における
合意形成プロセスにおける論点・争点を、国際政治学・行政学・公共政策学的観点から分
析し、各国のポジションの把握とコーデックスにおけるガバナンス上の課題の検討をする
ことである。これにより、日本の戦略的なコーデックス対応に資する情報ベースの整理分
析を行う。もう一つは、広い意味でのリスクコミュニケーションとネットワーク構築であ
る。これにより、国内外でのネットワークの構築、議論の連携、国内におけるコーデック
ス活動に対する認識と支持の向上を得ることである。 
具体的には、上記目的に基づき、第 28 回 CCGP におけるプロセス論点整理と、中でも、
今後コーデックスが取り組む作業管理の前提として 2002 年に実施されたコーデックス
評価報告書（コーデックスで初めて行われた外部組織による評価）に対するコーデックス
の対応の資料整理に取り組んだ。また、広い意味でのリスクコミュニケーションの活動と
しては、国際シンポジウム「食品安全規格の国際調和とその課題―コーデックス委員会の
役割」（2014 年 11 月 8 日（土），東京大学小柴ホール）を開催することで行った。 
 
 
 
Ａ.  研究目的 
 
本研究は、二つの目的を有す。一つは、コ
ーデックスの一般原則部会（CCGP）におけ
る合意形成プロセスにおける論点を、国際
政治学・行政学・公共政策学的観点から分
析し、各国のポジションの把握と論点の整
理分析である。また、CCGP はコーデック
ス全般にかかわる手順や一般定事項を取り
扱う部会なので、ガバナンス上の課題の特
定に適していることから、ここでの議論を
中心として、コーデックスのガバナンス上
の課題を検討する。これにより、日本の戦
略的なコーデックス対応に資する情報ベー
スの整理分析を行う。 
もう一つは、国際および国内のシンポ
ジウム等の開催により、多様な主体との
交流の機会を設け、広い意味でのリスク 

 
 
 
コミュニケーションとネットワーク構築
を図ることである。これにより、国内外
でのネットワークの構築、議論の連携、
国内におけるコーデックス活動に対する
認識と支持の向上を得ることである。 
 
 
Ｂ.  研究方法 
 
一つ目の CCGP におけるプロセス分析
とガバナンス上の課題については、CCGP 
における議事録や回付文書、関連する文献
等から論点・争点の整理・分析を行うこと
により実施した。また、2014 年 4 月に開催
された第 28回CCGP にテクニカルアドバ
イザーとして実際に部会に参加し、各国の
交渉担当者に直接調査・ヒアリングを行う
ことにより、理解を深めた。さらに、コー
デックスでは、今後その作業 



 

管理（work management）の見直しがなさ
れることを踏まえ、その議論の備えとし
て、過去のコーデックス評価報告書を受
けてコーデックスが策定した38の提案に
ついて、その概要とその後の議論を整理
した。これは、コーデックス作業管理が
過去のコーデックス評価報告書を踏まえ
るとしているので、基礎的背景として重
要である。特に、過去にすでにどのよう
な提案があったのか、その提案に対して
各国の支持はどの程度であったのか、と
いったことを把握する上で重要である
（この作業管理の議論は、総会、執行委
員会、CCGP 等で論じられているが、い
ずれにしても過去の評価報告書とその後
の対応をスターティングポイントとする
としている）。今年度は、2003 年第 26 回
総会において事務局が整理した提案の整
理をするとともに、それを受けたその後の
議論と展開（2005 年までの総会と執行委
員会及び各国の反応や議論）について議
事録を中心にまとめた（なお、その後 
2005 年に実施状況等に基づき提案が 20  
個に組みなおされたので、今後の課題と
してその提案と実施状況についても第 29  
回 CCGP での議論も踏まえつつ整理の必
要がある）。 
二つ目の目的については、国際シンポ
ジウム「食品安全規格の国際調和とその
課題―コーデックス委員会の役割」（2014  
年 11 月 8 日（土），東京大学小柴ホール）
を開催することで行った。会議は、本研究
班、東京大学政策ビジョン研究センター、
公共政策大学院の主催、農林水産省の後援
により行った。本年度、日本がCCASIA の
共同議長国であり、会議が日本で開催され
たため、コーデックス関係者の来日があっ
た。その機会をとらえて、基調講演者に、
コーデックス事務局のAnnamaria Bruno氏
と農業コモディティおよび食品規格基準局
執行委員会副長官Mr Pisan Pongsapitch 氏
また、日本からも農林水産省の辻山弥生氏
の参加を得て実施した。 

 

Ｃ.  研究結果 
 
１．一般原則部会（CCGP）におけるプロ
セス分析とガバナンス上の課題 
 
（1）第 28 回CCGP の論点整理 
第 28 回 CCGP では、様々な検討事項
があったが、①ステップ8 で保留された
規格案（議題 4）、②CCGP の付託事項・
TOR の修正（議題 5、6）、③コーデック
スと国際獣医疫事務局（OIE）の協調（議
題 7）、 
④情報文書の参照、⑤コーデックス作業
管理（議題 11）の論点整理を行った。 
 
①ステップ 8 で保留された規格案（議題 4）
過去に実際にステップ8 で留め置きと 
なっている（あるいはなった）問題には、 
成長ホルモン牛やラクトパミンといった、
肥育目的（治療目的でない）の動物薬があ
り、いずれも投票行動にもつれ込んだ案件
であった。その他、依然としてステップ 8 で
留め置きの案件としては乳量を増加させる
ホルモンの rBST がある。特に直近のラク
トパミンの MRL の問題は、この議論の大
きな背景要因であった。コンセンサスが得
られないとして総会でステップ 8 で留め置
きされる状況が続いたことから、そもそも、
「ステップ8 で留め置きをできる」とする
コーデックスの手続きマニュアルの「コー
デックス規格及び関連文書の策定に関する
手引き」の第 5  
項のあり方が議論になった。 
第 26 回総会から、この規定について削除
やコンセンサス・投票のあり方、議長のト
レーニングなども含めて議論がなされた
が、全くコンセンサスが得られなかった。
最終的には、特定の勧告を出すことを目的
としないディスカッション・セッション
（facilitated discussion）を実施することによ
り、何が根幹的な問題かについて自由な意
見交換をすることとなった。 
第 28 回 CCGP では、第 36 回総会を利
用して行われたディスカッション・セッシ
ョン（facilitated discussion）の結果につい
て共同議長国の米国が報告し、こうした
意見交換の機会や、その報告について歓 



 

迎するコメントが寄せられた。また関連
して、現在議長向けの手引きが作成され
ており、その活用の検討について FAO か
らも指摘があった。こうした議論を踏ま
えて、これ以上の議論はしないことにな
り、結果として今までの「ステップ 8」の
規定は維持されることとなった。 
 
② CCGP の付託事項・TOR の修正（議
題 5、6） 

CCGP の TOR の見直しは、以前コー
デックス手 続き マニュアルに あ 
っ たacceptance という手続きが SPS 協
定発効後のコーデックスでは意味がなく
なったため削除することを契機として、
始まった。もともとは TOR の簡素化（項
目の削除等）をすることが目的であった
が、その中で、経済影響のメカニズムの
問題が派生（今回の議題の５）し、更には 
CCGP で追記された TOR の修正が、コ
ーデックスの組織関係（総会、執行委
員会、FAO/WHO）における CCGP の役
割・関係性にかかわる問題となっていっ
た（議題の 6）。 
まず、経済影響に関する項目をTOR か
ら削除することについて、経済的影響を
表明するメカニズム（統一の様式・テン
プレートなど）が必要との主張をする
国々が検討を要請したことにより第26回
CCGP から議論がなされた。経済影響の
重要性については、共通理解があったも
のの、先進国を中心とする国々（日本も
含む）は、手続きマニュアルに関連規定
があること（例えば、「コーデックス規格
基準策定における統一手順」ではステッ
プ３、５、６，８で経済利害についての
検討が明記されている）や、個別事例に
より状況が異なるため統一項目は難しい
ことを挙げた。これに対して、途上国は、
きちんとした様式があることで経済懸念
を主張する根拠となることから作業の継
続を求める意見と、様式があると経済影
響評価の実施のコストにより、逆に貿易
障壁となってしまうため困るとする意見
とに分かれていた。今回の討議文書では
具体的な事例も含めて経済影響について 

 

議論がなされたが、事例の蓄積がさらに
必要ということもあった。最終的には、
TOR から経済影響の表明に関する事項を
削除しても手続きマニュアルに関連規定
があるのでコーデックスで検討すること
は可能とし、また、将来的に事例が蓄積
された場合に検討しうるとして、TOR か
らは削除することとなった。 
次に、現行の TOR については、第 27  
回 CCGP で、以下の二つの文章の追加、す
なわち、「各部会から付託された手続きや
一般的事項に関する提案・修正案のレビュ
ーと承認（review and endorse）をする（第 2 
文）」、「総会に対して手続きマニュアル
の修正を自ら提案すること（第3文）」を
追記することで合意していた。しかし第 
28 回CCGP では、WHO の代表・WHO の
法務顧問から、この追加文章は、CCGP が
各部会や総会に対して手続きや一般事項
等の修正に関する新規作業を自ら開始で
きることを意味し、これは本来総会の機能
であると懸念を表明された。第 28 回
CCGP では、そうした意図はないと留意し
たうえで、現在の追加修正案をそのまま総
会に諮ることとしたのだが、第 37 回で再
びFAO/WHOから原修正案ではなく、CCGP 
が「総会から付託された事項の検討する」
ことを明記する必要性が論じられ、再度第 
29 回 CCGP において検討を行うこととな
っている。 
 
③コーデックスと国際獣疫事務局（OIE）
の協調（議題 7） 
食品安全確保において OIE とコーデッ
クスの連携を高めることが重要であり、両
者の間での合同規格策定のメカニズムを
構築したいとの OIE からの働きかけがあ
ったが、本作業開始の契機であったが、そ
の後、コーデックスと OIE では組織のあ
り方が異なり、OIE とコーデックスの間で
規格基準等の相互参照をする際のガイド
ラインの策定をするにとどめることとな
っていた。 
そこでコーデックスと OIE の間で相互
参照を念頭にした文書の作成をしていた
のだが、第 28 回 CCGP ではこうしたガ
イ 



 

ドラインについて WHO の代表から懸念
が表された。コーデックスは FAO とWHO 
の共同プログラムであり、他の国際機関と
の関係の管理は FAO と WHO の管轄で
あること、また、コーデックスと OIE の
作業調整のメカニズムは、例えば 2005 年
の the Guidelines on Cooperation between 
the Codex Alimentarius Commission and 
Intergovernmental  Organizations in  the 
Elaboration of Standards and Related Texts が
ある。また WHO は OIE との間での文
書 Joint development of International 
Standards relating to  relevant aspects in 
animal production which impact on food 
safety in collaboration with other appropriate 
international agencies もありそれを修正す
るには WHA の承認が必要となるとした。 
このため、ガイダンスの中身については、
セクション毎の議論で、組織間のやり取り
に関する具体的事項 (例えばコーデック
ス事務局と OIE との会合の頻度や参加者
等に関する事項)は、WHO の指摘した親組
織の管轄に抵触する可能性があるとして
すべて削除することとなった。また出来上
がったガイダンス文書はコーデックス手 
続 き  マ ニ ュ ア ル に  入  れ な  い
information document とすることで合意し
た。 
 
④情報文書の参照 
コーデックス加盟主体や部会において
有用であるものの、総会で採択されていな
い文書や情報（ reference や informational 
document）は、これまで各部会に様々な呼
称でバラバラに存在したので（例えば、食
品 添 加 物 部 会 に お け る Database on 
Processing Aids 等）、今回「 information 
documents」というカテゴリーを作り、位置
づけとその効力、要件等を明確にしたうえ
で、活用できるように、ガイドラインを策
定した。議論では、こうした文書が、公式
なものと明確に区別されるべきこと（した
がってこの文書の判断は部会レベルで行
い総会・執行委員会で判断しない）、また、
こうした文書が正式な文書として合意で
きない議論の逃げの手段に 

 

なってしまう懸念があることから、意図
的に作成すべきでないこと、文書は公式
のコーデックスの文書とは別の枠をウェ
ブサイトに設けて掲載するといったこと
が合意された。 
 
⑤コーデックス作業管理 

2013 年第 36 回総会において、インドの
スパイス部会の設立の際に日本が行った
発言を契機として始まった。ちょうどコー
デックス 50 周年、また、コーデックス評
価書から10年というタイミングであった
ことから、新規部会の設立だけでなく、コ
ーデックス評価書に挙げられた勧告のレ
ビューをすべきか否かも含めて提案がな
され、実施することとなった。 
第 28 回CCGP では、日本の討議文書に
基づき議論がなされた。また、実施に当た
り、誰がこの作業を担うのかについて、特
に FAO/WHO との関係性の問題を含めて
議論がなされた。WHO からは、一般的な
見直しについては CCGP でなく執行委員
会の所管との指摘があった。また、コーデ
ックスはそもそもFAO/WHO のルール・慣
行のもと運営される必要があり、こうした
評価もFAO/WHO のもと、執行委員会や総
会との協議を通じてなされるべきとの強
い指摘が FAO/WHO の代表からなされ
た。しかし多くの参加主体からCCGP が主
体となってコーデックス内でも見直しを
実施したいという議論もなされた（こうし
た意見の根拠としては、執行委員会などに
おける実施では参加の範囲が限定的なの
で包括性と透明性の観点からCCGP がよ
り適切との指摘をした）。 
最終的に、①現在の戦略計画（2014-2019  
年）の活動４に基づき、コーデックスの
作業の見直しをすること、②FAO/WHO が 
2002 年のコーデックス評価書の勧告及び
関連する提案の実施状況についてのレビ
ューをすること、を執行委員会に提案す
ることとなった。なお、日本が提案して
いた新規部会の設立に関する論点につい
ては、上記のレビューの中で実施される
こととなった。 
その後2014 年の第 69 回執行委員会



は、 



 

まず①コーデックス事務局を主体として
内部の検討を行い、②（必要に応じて）
外部の評価を実施する、とする2 段階の
進め方に合意し、まずは、FAO/WHO の協
力のもと、コーデックス事務局が 2015 年
の第 28 回CCGP で検討をするための文
書を作成することを求めた。同年の第 37 
回コーデックス総会は、コーデックス事
務局による文書作成を認め、執行委員会の
効率性や代表制についての論点や、コー
デックス評価書とそのフォローアップか
ら取り掛かることを提案し、さらなる外
部レビューが必要かどうかも検討を求め
るとした。これを踏まえて次の第 29 回
CCGP で議論が行われる予定である。 
 
⑥手続きマニュアルの規則 V. 第 1 項の
コーデックス総会議長及び副議長 
第 37回総会が選挙の年でもあったこと
から、第 36 回総会で議長及び副議長は、
「国の代表（delegate）」に当たるのか明確
化することが求められた。現行の手続きマ
ニュアル「規則 V. 執行委員会」第１項で
は「執行委員会のメンバーは同一加盟国か
ら1 名の delegate まで（2 名以上は執行委
員会のメンバーとなれない）」と規定され
ていた。なお、執行委員会は、議長・副議
長と地域調整国、7 名の地域代表から構成
される。争点は、役員/officer（議長、副議
長）は国の delegate に当たるかということ
であった。delegate でないとすれば、 
1 か国から役員と地域代表の両方が執行
委員会メンバーになることができ、そうで
ないという解釈であれば、1 か国から役員
か地域代表のどちらかしか出せないとい
うことになる。北米地域の地域代表は米国
とカナダのみなので、この 2 か国は役員を
出すと、タイミングと解釈によっては執行
委員会に 2 名のメンバーを出せることと
なる。このため、明確化が求められた。過
去の事例、特に直近では、delegate に当た
らないとの解釈がとられ、 
2009 年と 2014 年に米国、カナダがそれ
ぞれ議長、副議長と地域代表の 2 名を執
行委員会に出している状況があった。しか
し、1995 年に米国が副議長に選出された 

 

際には、delegate に当たるとの解釈で自ら
地域代表を辞退していた。このため、
WHO の法務顧問も規則 V. 第 1 項の
「代表者 delegate」に役員が含まれている
かどうかは未解決の問題としていた。第 
28 回CCGP では WHO がこの件に関す
る会議資料を当日に配布したことから十
分な検討ができないという理由で最終的
に結論は得られなかった。第 37 回総会
で、FAO/WHO の法務顧問は、「規則 V. 
執行委員会」第１項の目的は包括的な参
加の確保が目的（重複で代表が入ること
等の回避）で delegate は役員（議長、副
議長も含む）との解釈を提示した。部会
はこの解釈に合意し、関係性が明確化さ
れたので本議題は終了した。 
 
（2）コーデックスにおけるガバナンス上
の課題 
 
上記の第 28回CCGP の結果で論じた
ように、コーデックスでは、作業管理の
見直し（上記議題 11 参照）が行われるこ
とになっている。そしてその作業の前提
として、コーデックス評価報告書の当時
の議論を踏まえるとしている。 
コーデックスでは、2002 年に、第三者
による外部評価を実施した。その報告書
が「コーデックス評価報告書」である。 
この報告書は 42 の勧告を提示した。第 
25  
回及び第26回総会ではそれを踏まえた議
論が行われた。その結果、第26回総会で、
ALINORM (26) 03/26/11:Add. 1 からAdd. 
5  
までの 38 の提案がまとめられた。事務局
の報告書は、5 つのテーマ（①地域調整部
会を含むコーデックス部会と特別部会の
構造とマンデートに関するレビュー、②
執行委員会の機能のレビュー、③規格策
定管理のプロセスの改善、④手続規則の
レビューや他の手続問題、⑤その他の勧
告の実施（FAO/WHO の活動分野））と、
それに基づく提案で整理されている。 
本研究では今後の作業管理の見直しの
中で課題になるテーマに応じてさらに整



理をする予定だが、今年度はすでに議論と
なっている論点、論点になりそうな点 

 

について論じる。 
一つ目は、コーデックスの組織構成・
部会構成についてである。作業管理の見
直しのそもそもの発端は、新規作業部会
を設置したことであったし、この点につ
いては今後の検討に含まれることが論じ
られている。コーデックス評価報告書は、
一般問題部会と個別食品部会の作業のあ
り方の見直しを提案していた（勧告 16）。 
これを踏まえて、コーデックスでは、個
別食品部会については、現在のように個
別食品ごとに部会を立てるのでなく、一
つの「食品規格部会（Commodity Standards 
Committee)」を置き、個別部会を段階的
に廃止する選択肢が挙げられていた（提
案5）。この背景には、過剰な部会は作業
の効率化を減じるとの考えがある。評価
報告書では、コーデックスの部会、特別
部会の構造をレビューすることにより、
重複やそれぞれの部会の妥当性を検討
し、部会の統廃合の提案も視野に検討さ
れるべきとされた。こうした見直しにつ
いては、当時多くの支持があったものの、
具体的に大きな再編などは行われないま
ま今日に至っていた。2008 年の総会にお
いて、将来的に（2011 年）再度組織構成
の見直しをするとしていたものの、そう
したことはなされずにいた。このため、
今回の作業管理見直しでは改めて検討を
する意味がある。 
二つ目は執行委員会の機能・組織構成
についてである。コーデックス評価報告
書では、必要な機能として、管理・戦略
の機能と、規格の策定状況の監督、の二
つの機能を挙げ、前者は、①執行理事会
（Executive Board）、後者は②規格管理部
会（Standard Management Committee）と
組織を分けることを提案していた。また、
コーデックス事務局はプログラム策定や
予算計画等に関する下部委員会（ the 
Sub-Committee on  Programming,  
Budget and Planning）の設置も提案してい
た。その後の議論で、規格管理、すなわ
ち、規格策定の状況の監督に関する機能
の必要性については認められ、執行委員
会の機能にクリティカルレビューなどが
導入さ 



 

れたものの、執行委員会を、上記機能別
に二つの組織に分ける組織再編はほと
んど支持を得ず、実施されなかった。た
だし議論の過程で執行委員会のメンバ
ーの拡大がなされた（それまでは、オブ
ザーバーで参加していた地域調整国が
メンバーとなった。他方でその代わりに
地域代表のアドバイザー2 名の参加はや
めるべきとしていたがそれはそのまま
で残ったので、実質的にメンバーが拡大
した）。執行委員会の機能や構成（代表
性）については今回の作業管理の見直し
の議論の中でも検討すべきとのコメント
もあることから、過去の提案と議論も含
めて踏まえておく必要がある。 
三つ目は、コンセンサスと投票につい
てである。コンセンサスについては、コー
デックスの提案 34 の中で挙げられた。 
評価報告書では定義をすることを勧告し、
「一加盟主体以上からの正式な反対の表
明が無いこと（no formal objection by more 
than one member present at the meeting）」を
提案していたが、これはほぼ全会一致と同
義で全く柔軟性を欠くことから支持を得
なかった。定義については、CCGP でも議
論し、第 21 回CCGP で現段階では作らな
いとした（その後第25 回、26 回CCGP で
も議論がなされた）。また、評価報告書は、
投票について、出席者の 3 分の 2 以上の
賛成（現在のコーデックスのルールでは単
純過半数）とすることも提案していた。こ
れについては、当時はいくらかの支持があ
ったとされている。特に、過去の投票はい
ずれも僅差での採択であったことから、見
直しを求める要請も考えられる。コンセン
サス・投票に関する論点も見直し作業の中
で取り上げるべきとのコメントがあるの
で、今後争点となる可能性がある。 
 
２．広い意味のリスクコミュニケーショ
ンの展開 
 
本年度は、「食品安全規格の国際調和と
その課題―コーデックス委員会の役割」
（2014 年 11 月 8 日（土），東京大学小
柴 

 

ホール）という国際シンポジウムの実施に
より、広い意味でのリスクコミュニケーシ
ョンを展開した（当日のプログラム及び発
表者の資料は添付資料１を参照）。 
シンポジウムの目的、内容、結果概要に
ついては、以下のとおりである。（なお、ほ
ぼ同内容を結果報告として、東京大学政策
ビジョン研究センターのウェブサイトに掲
載して結果を広く発信している1）。 
本シンポジウムは、国際的な食品規格策
定の場であるコーデックスの認知度を上げ
るとともに、日本にとってのコーデックス
の意義に関して広く一般に周知することを
目的として開催した。背景には、食品がグロ
ーバルに流通し、輸入に依存する日本にと
って、国内の管理体制やアプローチが国際
的にも整合性をもつことは重要であり、TPP
（環太平洋戦略的経済連携協定）のような地
域レベルでの展開、及び二国間での交渉等、
様々な動きが活発化するなかで、WTO（世
界貿易機関）の SPS 協定（衛生植物検疫措
置の適用に関する協定）において食品安全
に関する国際規格と定められたコーデック
ス規格の重要性が高まっているものの、そ
の内容、作成過程について、広く認識され
ているとは言い難い現状がある。 
基調講演では、コーデックス事務局のア
ンナマリア・ブルーノ氏が「 Codex 
Alimentarius Commission（Codex とは）」と
題する講演が行った。コーデックスの基本
的な概要を踏まえたうえで、現在コーデッ
クスで問題となっている問題や、将来的な
コーデックスにおける課題（規格策定にお
ける課題や、科学的アドバイスのあり方
等）、そして今後の活動における成功への
鍵について論じた。また、農林水産省調査
官・コーデックス副議長の辻山弥生氏は「国
際貿易交渉とコーデックス」と題する講演
を行った。国際貿易 
 
 
際シンポジウム『食品安全規格の国際調和とそ
の課題―コーデックス委員会の役割』会議開催報
告 
http://pari.u-tokyo.ac.jp/event/smp141108_rep.ht ml  
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交渉の文脈の中でのコーデックス規格の
位置づけについて、WTO/SPS 協定や
WTO/TBT 協定との関連で措置の調和に
おいて果たす役割とその重要性について
詳しく解説した。タイの農業・協同組合省、
農業コモディティおよび食品規格基準局
執 行 委 員 会 副 長 官 の ピ サ ン 氏 は
「Thailand Experience on Codex Standards 
Setting and Standards Implementation（タイに
おけるコーデックス規格策定及び規格実
施の経験）」と題する講演を行った。タイ
における食品規格の沿革や現状について
論じ、そのうえで国内でのコーデックス対
応の形成プロセス、コーデックス規格との
調和等について論じた。 
各部会報告では、農林水産省消費・安全
局消費・安全政策課の阪本和広氏が「コー
デックス食品添加物部会（CCFA）の動向」
と題した報告を行った。CCFA への付託事
項を踏まえたうえで、現在の CCFA での
現在の主要議題、食品添加物に関する一般
規格（GSFA）を作ることになったきっか
けやその特徴、日本のコーデックス規格策
定への参加状況を中心に報告した。最後
に、本研究代表の豊福肇氏より「コーデッ
クス食品衛生部会（CCFH）の動向」の報
告が行われた。CCFH の概要を踏まえた上
で、現在の CCFH での主要議題について、
具体的なトピック（水分含量が低い食品の
衛生実施規範や牛肉・豚肉のサルモネラを
コントロールするガイドラインの背景・目
的、寄生虫のコントロールに食品衛生の一
般原則を適用するためのガイドライン）と
ともに、日本の規格策定への参加状況につ
いて報告がなされた。 
パネルディスカッションでは、それぞれ
の講演を踏まえたうえでの講演者間での
意見交換が行われ、例えば、規格策定にお
いて不可欠となる科学的データを業界等
からいかにして収集するかについての議
論や、コーデックス基準を食品安全に係る
国際基準として参照する WTO ではコン
センサスの意味や効力が異なるのか、コー
デックスにおける留保はいかなる意味を
もつのか、といったことが論じ 

 

られた。その後、2 つのテーマに沿った議
論が行われた。まず、いかにして国内意
見を集約しコーデックス規格に反映する
かというテーマの議論では、基調講演に
おけるタイのコーデックス対応を受け
て、日本では、コーデックス連絡協議会
を通じて業界や消費者団体等と国内外の
動向を含めて情報を共有していると、日
本における対応が紹介された。また、コ
ーデックス対応の課題としては、まず規
格策定のベースとなる科学的専門的デー
タの収集・作成、さらにはそうした科学
的知見を踏まえて国際的にも展開できる
人材育成が課題となっていることが指摘
された。人材育成上の課題として語学力
の向上が挙げられ、また、コミュニケー
ションの障壁を取り除く手段として IT 
技術の使用についても指摘があった。 
国際レベルでの調和の前提となる国
際連携における課題というテーマの議
論では、他の国際機関との調和が重要で
あり、例えば、国際獣疫事務局（OIE）、
国際植物保護条約（IPPC）や分析方法で
は国際標準化機構（ISO）との関係が重要
であり、国際機関間の整合性を高める
ための協調・協力関係の動きが進展して
いることが指摘された。また、コーデッ
クスでも特に分野横断的な課題に関し
ては、部会横断的な対処が必要性である
とともに、効率的な作業の実現に向けて
のメカニズムを考えることが重要との
議論が行われた。 
当日は、130 名（産業界、消費者団体、
一般消費者、学識経験者、学生等）の参
加者があった。 
 
Ｄ.  考察 
 
以下では、本年度の第 28 回 CCGP 
の議論、及び関連して実施した作業原則
の見直しの前提となるコーデックス評
価報告書にかかわる提案のレビューか
ら抽出された論点や課題についてまと
める。 
まず今回の第 28 回CCGP に参加して
発見した重要な点としては、CCGP の組
織としての位置づけの理解の必要性であ



る。 
 

会議の冒頭でも WHO の担当者から指摘
があったが、CCGP はあくまで、親組織
の FAO/WHO のプログラム（下部組織）
のコーデックスの、部会であることであ
る。コーデックスの最高意思決定機関は
総会でその次に執行委員会が補助として
存在する。そうしたことを十分に認識せず
に、第 28 回CCGP では、TOR の修正に
おいて自ら新規作業が開始できる項目を
追加したり（議題 6）、あるいは他の国際
機関である OIE との連携関係構築にかか
わる文書の作成をしたり（議題 10)、コー
デックス全体にかかわる作業見直しを開
始したり(議題 12)、といった作業を行お
うとしていた。 
新規作業の発議は必ず執行委員会のレビ
ューと総会の承認を得なければならない。
CCGP が自ら手順の修正や承認の開始をで
きるようなTOR を追加することは、総会の
機能と重複した機能を持つことになり、そ
うした TOR の修正は親組織のFAO/WHO 
からも認められないとされた。 
また、同様に、OIE との関係は、更に上位
のレベルで議論されないといけないことが
分かった。コーデックスは FAO/WHO の
親組織の下にある下部組織だが、OIE は独
立した国際機関である。従って、コーデッ
クスが OIE との関係で正式な文書を作成
しようとすると、それは国際機関間の問題
となり、コーデックスではなく、FAO/WHO 
の管轄となるということだ。コーデックス
の作業管理の見直しにかかわる「評価」に
ついても、FAO/WHO のルールの下でコー
デックスは実施しなければならず、それは
一部会が論じるのではなく、必ず執行委員
会か総会レベルでのFAO/WHO との検討
に基づき、開始されなければならない（結
果的に CCGP で議論するにしても）。つま
り、CCGP はあらゆる手順上の問題や一般
的な問題を議論できる部会であるが、提
案・勧告をすることはできても、基本的に
は、総会・執行委員会ないし他の部会から
の照会・付託に基づき作業を行うので、自
らの判断で新規作業を開始することは権
限を越えてしまうということである。 



 

今回複数の議題において、上述の指摘に
より、結果的に無駄に終わってしまった作
業もあった。例えば、OIE との連携に関す
る文書は、電子作業部会で 4 回にわたるや
り取りに加えて、本会議の事前にも物理的
作業部会をするなど相当な労力を割いて作
成をしていたものの、本会議の段階で上記
指摘により、文書の中身が大幅に削除され、
合意文書もコーデックス手続きマニュアル
には盛り込まれない文書の扱いになるとい
う結果に終わった。このような基本的な組
織構造のあり方については、作業を行う事
前に周知がなされるべきだったとの指摘が
会議でもなされたが、今回の経験を踏まえ
て、参加主体からも今後はとりかかろうと
している作業がそもそもCCGP の掌握範囲
の作業かどうか指摘や提案ができるよう
に、ルールの認識をしておくべきと考えた。 
その他、今回の会議で終了したが，長年
にわたって議論されてきた問題と、根本的
な解決になっていないために再燃する可能
性のある問題として特記すべき事項は以下
の 2 点が挙げられる。一つは、役員（議長・
副議長）は「国の代表（delegate）」かの問
題である。これまでアドホック的な解釈に
より明確化されてこなかったが、今回、役
員もdelegate に当たるとの判断が合意され
たので、今後混乱は生じないこととなる。
加盟国が多様化、増大した今日のコーデッ
クスにおいては、執行委員会の構成は偏り
なく極力包括的であることが求められるこ
とから、今回の判断はガバナンス上も良か
ったといえる。 
もう一点は、「ステップ8問題」である。 
コンセンサス形成ができなかった際に、総
会で留め置きできるというこの規定が保持
されることとなったことは、コーデックス
の意思決定の柔軟性を保持する上でも重要
であろう。ただ、「ステップ8 問題」の本
質は、コンセンサス形成の失敗への対応で
あり、そもそもコンセンサスが難しい問題
にどう対処するかということについての回
答は結局得られていない。 
今回 facilitated discussion の実施により、
自由な意見交換がなされたということで 

 

一度終了とされたが、コンセンサスが難
しい問題をどう対処するか、議長の資質
や会議運営の問題、投票、ファシリテー
ターの活用など意思決定や合意形成に関
する様々な問題の議論とも関連があり、
今後作業管理の見直しの中でも再度議論
される可能性はある。 
コーデックス評価報告書にかかわる提
案のレビューからは、以下の点が挙げら
れる。まずコーデックスの部会・組織構
成については、C. 1. (2)で論じたように、
コーデックス評価報告書では、過剰な部
会はコーデックス全体の効率性を損ねる
ので、部会構成そのものも含めて見直す
べきとしていた。こうした元々の問題意
識があったことは、2013 年のスパイス部
会の新規部会の設置との兼ね合いで重要
な意味を持つ。また、現在のコーデック
スの手続きマニュアルには、新規部会の
設置についての記載がなく、特別部会の
設置についての記載があるのみだ。手続
きマニュアルでは新規部会の必要性が認
められた場合、まずは特別部会の設置を
すべきとしている（Rule XI. 1(b)(i) in 
Criteria for the Establishment of Subsidiary 
Bodies of the Codex Alimentarius 
Commission）。こうしたことを踏まえて、
現在・将来的コーデックスのニーズなど
を視野にコーデックス部会、組織構造の
あり方を考えなければならない。 
執行委員会の機能・組織構造の点につ
いては、ガバナンスの観点からすると、
この追加された機能が十分に果たされて
いるのか、また、現在の拡大された執行
委員会のメンバー構成とそれぞれの役割
は適切なのかということを今一度見直す
ことが考えられる。評価報告書の指摘で
は、戦略的な機能と規格策定の監督機能
を果たすうえでは、前者の機能は小さい
組織の方が迅速に決定ができるのでメン
バー構成は小さな組織とし、後者はより
広範な参加のうえで検討をする方がよい
との見解を示していた。これはしかし、
包括性と閉鎖性、迅速・効率性と透明性
の問題を呈することから、バランスを要
する課題である。 



 
 
 
Ｅ.  結論 
 
本年度は、第 28 回 CCGP における論
点からの教訓の導出と、今後コーデック
スで議論される、作業管理の見直しに関
連して、過去のコーデックス評価報告書
の整理と関連するトピックの分析を開始
した（これは今後の見直し作業の項目の
議論を踏まえて再整理していく予定で
ある）。また、国際シンポジウムの開催に
より、広い意味でのリスクコミュニケー
ションも展開した。 
今回の第 28 回 CCGP では、議題の中
身以前に、複数の議題で、CCGP の参加
主体が、コーデックスが FAO・WHO の
共同プログラムで あ り、 ルール的
に もFAO/WHO の管轄下にあること、あ
るいはコーデックスの意思決定における
総会や執行委員会と部会の関係性を理解
せずに部会レベルで議論を進めてしまっ
たために、様々な齟齬が生じたことが理
解された。今後はこうしたことを繰り返
さないためにも、CCGP の参加主体自ら
が掌握範囲や組織内外の関係性について
認識することが肝要である。 
また、コーデックス作業管理の見直し
はコーデックス全体にもかかわる展開で
あることから、他の部会の研究を担当し
ている研究者とも連携をとりつつ引き続
きフォローをしていく必要がある。過去
の議論の整理から、争点となっている点
は、繰り返しの問題も多い。このため、
以前の議論を踏まえ、状況変化に応じて
変革が求められるのか、あるいは、すで
に議論された結果を踏襲するのが正しい
のか、検討していくことが重要である。 
「政策の窓」は、大きな事件があるか、
こうした見直しの機会にしか開かないの
で、こうした機会は十分に活用すること
が望まれる。 
さらに、こうした国際的な議論が国内
でも周知・還元されるよう、シンポジウ
ム等による広い意味でのリスクコミュニ
ケーションの展開も国内支持の確保上重
要である。 

 
 
Ｆ.  健康危険情報 
該当なし 
 
Ｇ.  研究発表 
特になし 
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1-2 基調講演 1「Codex とは」 
Ms. Annamaria Bruno 氏（コーデックス事務局） 
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Mr. Pisan Pongsapitch 氏（農業コモディティおよび食品規格基準局執行委員会副長官） 

 
 

1-4 部会報告 1 「CCFA（コーデックス食品添加物部会）の動向」 
阪本 和広氏（農林水産省） 

 
 

1-5 部会報告 2 「CCFH（コーデックス食品衛生部会）の動向」 
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２. 「コーデックス評価書を受けてコーデックスでとられた対応（第 26 回総会の勧告とその

後のまとめ）」 研究協力者 浅田 玲加（東京大学 公共政策大学院 国際公共政策コー 

ス）、岩﨑 舞（東京大学 公共政策大学院 法政策コース）、鬼頭 未沙子（東京大学 公

共政策大学院 法政策コース）、分担研究者 松尾真紀子 
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国際シンポジウム 
『食品安全規格の国際調和とその課題―コーデックス委員会の役割』 

 
 
―趣旨― 

食品安全の確保は重要課題である。食品がグローバルに流通し、輸入に依存する日本にとっ

て、国内の管理体制やアプローチが国際的にも整合性をもつことは重 要である。国際組織に

おける国際規格策定の動き、TPP（環太平洋戦略的経済連携協定）のような地域レベルでの

展開、及び二国間での交渉等、様々な動きが 活発化するなかで、WTO（世界貿易機関）の SPS 

協定（衛生植物検疫措置の適用に関する協定）において食品安全に関する国際規格と定めら

れたコーデックス規格はますます重要になってきている。 

しかしながら、コーデックス規格の内容についても、その作成過程についても、広く認識さ

れているとは言い難い現状にある。そこで、本シンポジウムでは、実際にコーデックスの現

場において活躍する、コーデックス事務局のアンナマリア・ブルーノ氏や、本年コーデック

ス副議長に日本から選出された辻山弥生氏等か ら、最新のコーデックスにおける活動やその

課題の現状について紹介してもらうことにより、コーデックスの認知度を上げるとともに、

日本にとってのコーデックスの意義に関して広く一般に周知することを目的とする。 
 
 
―開催概要― 

【日時】2014 年 11 月 8 日（土） 9:30-12:30  

【場所】東京大学本郷キャンパス 小柴ホール

【定員】170 名前後 

【言語】日本語・英語（同時通訳あり） 

【参加対象者】産業界、消費者団体、一般消費者、学識経験者、学生等【参

加費】無料（公開） 

【主催】厚生労働科学研究費補助金「国際食品規格策定プロセスを踏まえた食品衛生規制の

国際化戦略に関する研究」、東京大学政策ビジョン研究センター、東京大学公共政策大学院 

【後援】農林水産省 
 
 
 
 
―プログラム― 

全体司会進行： 

松尾 真紀子（東京大学公共政策大学院・政策ビジョン研究センター特任研究員） 



 
 
開会挨拶 9:30～9:35  

豊福肇（山口大学 共同獣医学部 教授） 
 
 
基調講演 1 9:35～10:10 （発表 25 分 質疑応答 10 分） 

Ms. Annamaria Bruno（コーデックス事務局） 
「Codex とは」 
“Codex Alimentarius Commission”  
基調講演 2 10:10～10:35 （発表 20 分 質疑応答 5 分） 

辻山弥生（農林水産省調査官、コーデックス副議長）「国

際貿易交渉とコーデックス」 

International Trade Negotiation and Codex  
 
 
基調講演 3 10:35～11:00 （発表 20 分 質疑応答 5 分） 

Mr. Pisan Pongsapitch（農業コモディティおよび食品規格基準局執行委員会副長官） 
「タイにおけるコーデックス規格策定及び規格実施の経験」 

Thailand Experience on Codex Standards Setting and Standards Implementation  
 
 
アンケート回 収 11:00～11:10  

 
 
各部会報告 1 11:10～11:30 （発表 15 分 質疑応答 5 分） 

阪本和広（農林水産省） 

「CCFA（コーデックス食品添加物部会）の動向」 
Current trends in the Codex Committee on Food Additives (CCFA)  

 
 
各部会報告 2 11:30～11:50 （発表 15 分 質疑応答 5 分） 

豊福肇（山口大学 共同獣医学部教授） 

「CCFH（コーデックス食品衛生部会）の動向」 
Update of activities in the Codex Committee on Food Hygiene (CCFH)  

 
 
パネルディスカッショ ン 11:50～12:20  
モデレーター： 

松尾真紀子（東京大学公共政策大学院、政策ビジョン研究センター特任研究員）登

壇者： 

Ms. Annamaria Bruno（コーデックス事務局） 
辻山弥生（農林水産省調査官、コーデックス副議長） 

Mr. Pisan Pongsapitch（農業コモディティおよび食品規格基準局執行委員会副長官） 



 
 
阪本和広（農林水産省） 

豊福肇（山口大学 共同獣医学部教授） 
 
 
閉会挨拶 12:20～12:25  
豊福肇（山口大学 共同獣医学部教授） 
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コーデックス評価書を受けてコーデックスでとられた対応（第 26 回総会の勧告
とその後のまとめ） 

浅田玲加、岩﨑舞、鬼頭未沙子、松尾真紀子 

 

コーデックスでは、2002 年に、第三者による外部評価を実施した。その報告書（「コーデ

ックス評価書」1）では 42 の勧告が提示された。2002 年第 25 回及び 2003 年の第 26 回

総会ではそれを踏まえた議論が行われた。その結果、第 26 回総会で、ALINORM (26)  

03/26/11:Add. 1 からAdd. 5 までの 38 の提案がまとめられた。 

その内容は、現在コーデックスで検討事項として議論が始まった、コーデックス作業管理が

過去のコーデックス評価書を踏まえるとしているので、基礎的背景として重要である。 

特に、過去にすでにどのような提案があったのか、その提案に対して各国の支持はどの程度

であったのか、といったことを把握する上で重要である。本添付資料では、第 26 回総会の

上記会議資料の整理をするとともに、その後の議論と展開（2005 年までの総会と執行委 

員会）について議事録をもとにまとめたものである。その後 2005 年に実施状況等に基づき

提案が 20 個に組みなおされたので、今後の課題としてその提案と実施状況についても整理

の必要がある。 

 

コーデックス事務局の報告書は、以下の 5 つのテーマとそれに基づく提案で整理されてい

る。ALINORM (26) 03/26/11:Add. 1 からAdd. 5 の概要と提案ごとに議事録を整理し、その

後の展開を議事録に基づいてまとめた。 

１．地域調整部会を含むコーデックス部会と特別部会の構造とマンデートに関するレビュー 

２．執行委員会の機能のレビュー 

３．規格策定管理のプロセスの改善 

４．手続規則のレビューや他の手続問題 

５．その他の勧告の実施（FAO/WHO の活動分野） 
 
 

CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION ALINORM (26) 03/26/11:Add. 1  
１．地域調整部会を含むコーデックス部会と特別部会の構造とマンデートに関するレビ 

ュー 
 
CAC(26) ALINORM 03/26/11: Add.1 
背景・現状 

・ 評価報告書は、一般問題部会と個別食品部会の作業のあり方のレビューをなるべく 
 

 
 

1 Report of the EVALUATION OF THE CODEX ALIMENTARIUS AND OTHER FAO 
AND WHO FOOD STANDARDS  
WORKhttp://www.fao.org/docrep/meeting/005/y7871e/y7871e00.htm  



 
 

早く行うこと（勧告 16）、今後2 年以内に地域調整部会のマンデートと作業につい

てのレビューを行うこと（勧告 17）を勧告した。(para. 1)  

・ 全ての加盟国がコーデックス部会・特別部会の構造をレビューすることには賛成で一

致しているものの、提案の詳細（特に全ての個別食品についての作業を時限的な 

特別部会で行うという提案）に対しては意見が異なった。 (para. 2) 過

剰な部会と会議 

・ 1997 年、FAO 理事会による見直しの結果いくつかの個別食品部会が廃止された。 
1999 年、総会は、時限的な特別部会の利用に重点を置いた新たなクライテリアを採 

択。この際 3 つの特別部会が設置されたが、既存の個別食品部会が廃止されなかった

ため、1991~2001 年、2001~2003 年の期間に開かれた会議の数は激増。報告書は、電

子的作業部会やファシリテーターを通じた会期間の作業の活用を模索するよう強く勧

告。(para. 3,4)  

・ 事務局は、全体的な会議数の削減（会議の短縮と集中化）を行うべきと勧告している。

(para. 5)  

不明確な責任 

・ 評価報告書は、水平的部会と垂直的部会の間での明確な責任分担の必要性を指摘。 

(para. 6)  
構造のレビュー 

・ 構造のレビューにあたってコーデックスのマンデートと第24回総会で採択された戦略

枠組み(the Strategic Framework)を考慮すべきとした（para. 8）。一般問題部会の 

作業の引き受けや特別議題では時限的な特別部会の利用は緊急事項に柔軟に対応す

るため不可欠であるが設置にあたっては全加盟国の参加能力を考慮すべき。(para. 9)  

・ 個別食品部会のレビューについては、例えば、規則Ⅸ. 1. (b)のもとで全加盟国やオブザ

ーバー等に開かれた一つの恒久的な「食品規格部会(“Commodity Standards  

Committee”)」を置き、個別食品部会は廃止するという選択肢がありうる。これの代 

替案としては、個々の規格策定から、行動基準・ガイドライン策定を中心とする専門

個別食品部会（specialist commodity committees）を維持しながら、既存の個別食品

部会を段階的に削減していくという選択肢がある。最善策は、これらの選択肢を組み

合わせることであろう。(para. 10)  

部会間の関係性に関するレビュー 

・ 総会はその一般規格と基準(General Standards and Codes)を他の規格策定作業のテン

プレートとすべきか否かを決定すべき。(para. 11)  

地域調整部会 

・ 評価報告書は、地域調整部会の役割を見直すにあたり以下の点を考慮に入れるべきで

あると勧告 (para. 115)。(para. 12)  

・既存の地域調整部会全てを正当化し続けられるか 



 
 
・目的とマンデートの明確化（先進国と途上国とで統一する必要はない） 

・経済的・地理的集合体を中心とした、地域内の柔軟な（アドホック）小地域組織 

の設置 

・地域代表と地域調整国の役割の併合 

・発展途上地域では、能力開発のために体系的な議論を行い、貿易と国内生産者保護 

の両方に関係する問題についてのセミナーやブリーフィングを会議とさらに連携させ 

るべきであること 
 

提案5 
 

コーデックス部会と特別部会のマンデートに関するレビュー 

CAC(26) ALINORM 03/26/11: Add.1 
事務局に対して、評価報告書の勧告や上記の議論に基づき詳細なレビューを行 

う小規模なコンサルタントチームの起用を指示。以下の点を集中的に扱うべき 

とした。(para.13) 
・柔軟かつ時宜を得て加盟国のニーズに応えるにあたっての、現在の一般問 

題部会/個別食品部会の妥当性 
・重複分野や担当範囲が不十分な分野 

・個別食品部会と一般問題部会（特別部会）の関係性 

また、総会に対する報告は、全加盟国の規格策定プロセスへの参加能力を考 

慮し、援助組織とその作業プログラムを集中的に扱うべきである。(para.14) 
 

第30回総会において検討されるとされた(CAC(29) ALINORM 06/29/9C Part 
Ⅱ参照)。 
提案4，5に対する加盟国の反応 

CAC(26) ALINORM 03/41 
総会は、会議の回数削減、短縮、集中化を目的として全ての部会と特別部会の 

レビューをまとめて行うことを決定。総会は、レビューを委託するコンサルタ 

ントの選定に関する執行委員会勧告(EXEC(52)ALINORM 03/4, para.23)を承 
認し、そのプロセスにおける透明性の重要さを強調した。(para.154) 

 
 
提案5に対する加盟国の反応 

CAC(27) ALINORM 04/27/10C 
第 53回執行委員会は、レビューのためのTORを承認。(para.4) 

(a)コーデックス会議の回数削減・短縮・集中化のため、レビューは以下の 
ことに注意すべきである。 

・柔軟かつ時宜を得て加盟国のニーズに応えるにあたっての、現在の一般 

問題部会/個別食品部会の構造の妥当性 
・処理されなかったニーズや将来的に生じうる新たな問題を考慮した際 

の、重複分野や担当範囲が不十分な分野 
 



 
 ・全ての部会や特別部会間の関係、特に個別食品部会と一般問題部会（特 

別部会）との関係 

(b)以上の点とコーデックス議長からのインプットを詳細に調査したうえ 
で、評価報告書やコーデックス部会その他FAO・WHOの食品規格策定作業 
を十分に考慮して、勧告を形成するべきである。これらは合理化のための既 

存部会マンデートの変更や、部会間での任務や責任の再分配、部会の統廃合 

という提案を含みうる。 

更に総会は、TORに下記(c)4を追加して承認するか検討するよう求めた。 

(para.5) 
(c)総会に対する勧告は、特に総会年次会合の開催やコーデックスへの積極的 
な参加のための FAO/WHO信託基金の運営という観点から、各部会の構造 
とその作業プログラムの持続可能性を含め、全加盟国が規格策定プロセスに 

参加できる能力をも考慮に入れるべきである。 
 
 
コーデックス部会と特別部会のマンデートのレビュー EXEC(54) 
ALINORM 04/27/4;参考CAC(27) ALINORM 04/27/10C 
執行委員会は、TORの(b)に関して、コーデックス議長のみならず部会・特別 
部会の開催国からもインプットを受け入れるべきであるとし、総会に対して 

TORを承認するよう勧告することに合意。(para.50-52) 
 
 
CAC(27) ALINORM 04/27/41 
総会は、上記EXEC(54) ALINORM 04/27/4の para.50-52の内容を反映した 
レビューのTORを採択(para.132)。総会は、全加盟国に回覧状を送付し、部 
会と特別部会のマンデートのレビューについての見解を求めることに合意し 

た。(para.134) 
 

提案6 
 

地域調整部会に関するレビュー 

CAC(26) ALINORM 03/26/11: Add.1 
総会は、事務局に対して、地域調整部会のレビューに関する報告と提案を行う 

よう指示。地域調整部会はこれらの提案を議論し、提案を行うべき。 (para.15) 
 
CCGPにおいて継続中の議論を除き、実施された(CAC(28) ALINORM 
05/28/41 paras 128-135)。 
提案6に対する加盟国の反応 
EXEC(53) ALINORM 04/27/3; CX/EXEC 04/53/2, Part1 
執行委員会は、CX/EXEC 04/53/2 para.6(a)に示されたレビューのTORを承 
認した (para.10) 
CAC(27) ALINORM 04/27/10C（コーデックス部会と特別部会のマンデートの 
 



 
 レビュー） 

第 26回総会の決定に従い、事務局は地域調整部会のレビューに関し以下の提 
案を総会に提出。(para.9) 
・コーデックス委員会の目的を促進するうえでの地域調整部会の役割 

・現在の地理的範囲を含む、地域調整部会への参加資格 

・地域規格策定との関連を含む、手続マニュアルで定められた地域調整部会 

のTOR 
・加盟国の参加歴、開催地、開催間隔（現在は 2年ごと）の点から見た地域 
調整部会の有効性 

・特に執行委員会の枠組みの中での、地域調整国の地域調整部会の職権上の 

議長としての役割と地理的基準で選出された執行委員会メンバーの役割 

CAC(27) ALINORM 04/27/41 
総会は、上記の事務局提案(CAC(27) ALINORM 04/27/10 para.9)に合意した。 

(para.135,136) 
 
 
コーデックス委員会の目的を促進するうえでの地域調整部会の役割 

EXEC(56) ALINORM 05/28/3A 
執行委員会は、総会に対して、コーデックス委員会の目的を促進するにあたっ 

て地域調整部会が果たす重要な役割に重ねて言明し、地域調整部会の作業への 

加盟国のより積極的かつ効果的な参加を促進させるよう勧告した。 (para.43) 
CAC(28) ALINORM 05/28/9C PartⅠ 
全地域調整部会が、国や地域レベルでのキャパシティビルディングを促進し地 

域的な調整と対話を容易にするという、地域調整部会の役割の重要性に同意。 

(para.9) 
ただし、事務局は、直近の地域調整部会で、特定の規格策定問題を議論するこ 

とが提案されたということについて原則として一般問題部会や個別食品部会、 

総会で扱われるべきで、地域調整部会に明確なマンデートは与えられていない 

ことを指摘。必ずしも一般原則部会や総会におけるコンセンサス構築を促進さ 

せるとは限らないとした。(para.10) 

CAC(28) ALINORM 05/28/41 
総会は、前述(EXEC(56) ALINORM 05/28/3A para.43)の執行委員会勧告に従 
った合意を行った。(para.129) 

 
 
現在の地理的範囲を含む、地域調整部会への参加資格 

CAC(28) ALINORM 05/28/9C PartⅠ 
全ての地域調整部会がその地理的範囲に概ね満足している。地域調整部会の参 
 



 
 加資格は各加盟国の決定事項である。現段階では新たな地域調整部会創設の要 

求はない。(para.12) 

CAC(28) ALINORM 05/28/41 
総会は、この問題についてこれ以上の措置をとる必要はないと合意。 

(para.132) 
 
 
地域規格策定との関連を含む、手続マニュアルで定められた地域調整部会の 

TOR 
EXEC(56) ALINORM 05/28/3A 
執行委員会は、ラテンアメリカ・カリブ海地域調整部会(CCLAC)が「戦略的 
問題に関する地域的立場の採択 “the  adoption of regional positions on 
strategic subjects”」をマンデートに含めるという修正を提案したことに対し 
て、一つの地域調整部会のTORだけ修正することは可能なのかという問題に 
ついて議論。執行委員会は、これらの問題は総会でのさらなる検討が必要とし 

た。(para.44) 
CAC(28) ALINORM 05/28/9C PartⅠ 
CCLACの、「戦略的問題に関する地域的立場の採択」促進をTORに追加する 
件について、一貫性のために全地域調整部会のTORに導入すべきかについて、 
また修正の必要性や含意について検討するよう CCGPに要求することが求め 
られる。(para.13-14) 
CAC(28) ALINORM 05/28/41 
総会は、CCLACの修正案と他の地域調整部会へのその拡張の可能性について、 
さらなる検討を一般原則部会にゆだねることに合意した。(para.130) 

 
 
地域調整国の地域調整部会の職権上の議長としての役割と地理的基準で選出 

された執行委員会メンバーの役割 

EXEC(56) ALINORM 05/28/3A 
執行委員会は、これまで地域調整国と地理的基準で選出されたメンバー（地域 

代表）の役割を明確にする必要性が度々論じられてきたにもかかわらず、何も 

進展していないとした。執行委員会は一般原則部会に対して、この問題を検討 

し第29回総会までに提案を策定するよう勧告した。(para.48) 
CAC(28) ALINORM 05/28/9C PartⅠ 
地理的基準で選出された執行委員会メンバーの役割、地域調整国の役割を明確 

にする必要性があるとした。しかし、どの地域調整部会も、これらの役割をい 

かに区別または統合するかについて確固たる見解を示さなかった。(para.21) 

CAC(28) ALINORM 05/28/41 
 



 
 総会は、特に地域調整国の執行委員会メンバーとしての新たな地位から考え 

て、地域調整国と地理的基準で選出された地域代表それぞれの役割を明確化す 

る必要性を認識。一般原則部会に対して、第29回総会までに提案を策定する 
よう勧告した。(para.134) 

 
 
その他の問題 

CAC(28) ALINORM 05/28/9C PartⅠ 
いくつかの地域調整部会は、途上国や経済の過渡期にある国がコーデックスの 

作業により積極的に参加できるような、国家レベルでのキャパシティビルディ 

ングの重要性を強調した。FAOやWHOによる技術的援助の役割も強調され 
た。(para.23) 

CAC(31) ALINORM 08/31/REP 
事務局は、第 29回総会においてCAC(29) ALINORM 06/29/9B PartⅡ-Add.1 
の部会や特別部会の構造やマンデートに関する数多くの提案が検討され、第 

30回総会では提案1，2，3，4，8について結論に到達し、提案 5，6，7，9， 
10，11を第 60回執行委員会にゆだねたことを想起した。(para.148) 
 

<関連する議事録>  

ALINORM 03/26/11: Add. 1  

ftp://ftp. fao. org/codex/meetings/CAC/CAC26/al2611ae. 

pdf ALINORM 03/41  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/601/al03_41e.pdf 

ALINORM 04/27/3  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/611/al04_03e.pdf 

ALINORM 04/27/4  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/620/al04_04e.pdf 

ALINORM 04/27/10C  

ftp://ftp. fao. org/codex/meetings/CAC/CAC27/al2710Ce. 

pdf ALINORM 04/27/41  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/621/al04_41e.pdf 

CX/EXEC 04/53/2, 

ftp://ftp. fao. org/codex/meetings/CCEXEC/CCEXEC53/ex53_02e. 

pdf ALINORM 05/28/3A  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/643/AL2803Ae.pdf 

ALINORM 05/28/9C Part1  

ftp://ftp. fao. org/codex/Meetings/CAC/cac28/al2809Ce. pdf  



 
ALINORM 05/28/41  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/644/al28_41e.pdf 

ALINORM 05/28/9C Part1  

ftp://ftp. fao. org/codex/Meetings/CAC/cac28/al2809Ce. 

pdf ALINORM 07/30/REP  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/684/al30REPe.pdf  
 
 
 
 

CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION ALINORM (26) 03/26/11:Add. 2  
２．執行委員会の機能のレビュー 
 CAC(26) ALINORM 03/26/11Add.2 
背景・現状 

・ 執行委員会はコーデックス委員会の不可欠の部分。委員会規程第 6条を削除せずに 
は廃止されえず、その削除にはFAO総会とWHO総会の承認が必要である。(para.1) 
現行執行委員会の機能として手続規則Ⅲ.2で挙げられているものは、コーデックス 
委員会の活動の一般的方向性と計画に関する提案、特別な問題に関する研究、総会 

で承認された計画の実施補助、部会の設置、部会議長国の指名機能である。また、 

1993年以降は、新たな活動の承認、コーデックス手続のSTEP5-6の規格草案の推 
進、迅速手続(accelerated procedure)の下での活動の承認を行っている。(para.1-2) 
評価報告書の指摘する課題としては、執行委員会が効率的な管理を行うには大きす 

ぎるが総会の代表としては小さすぎること、透明性が欠如していることがある。そ 

の解決策として、①執行委員会を戦略的かつ管理的な責任を負うが規格に関する権 

限を持たない執行理事会(Executive Board)として再構築すること、②規格の策定過 
程を監督する規格管理部会(Standard Management Committee)を設置することが 
提案されている。これに従えば、執行委員会は Step5での規格検討権限を失うが、 
執行理事会は作業プログラムの送付に関連して監督・調整を行う責任を課され、規 

格管理部会もこれを課されうる。(para.3-5) 
コーデックス回覧状CL2003/8-CACに対するコメントのほぼすべてが、執行委員会の維 
持、構成、透明性に関して議論する傾向にある。 (para.6)。他方、FAO Management 
Responseは、「より戦略的かつ管理的な責任を負う」組織とそれとは独立した規格管理 
組織があるべきと述べたが、規格管理部会設置という提案について、多くは否定的で、 

大半は執行委員会が規格管理に責任を負うことを支持。(para.7) 
 

提案7 
 

戦略的かつ管理的な機能 

CAC(26) ALINORM 03/26/11Add.2 
・5-7か年の戦略的計画、3か年の中期計画の策定、戦略的中期計画の実施の 
監督の機能の制度化 
 



 
 

 監督・実施機能の一部として、執行委員会/理事会は作業組織に関してコーデ 
ックス部会に直接勧告を行う能力を有するべきである。(para.11) 
 
実施された(CAC(27) ALINORM 04/27/41 paras 10-14,120-123; CAC(28) 
ALINORM 05/28/41 paras 21-25)。 
クリティカルレビューやモニタリングなど管理機能が実施されるようになっ 

た。 
 

提案8 
 

予算、計画、プログラム策定機能 

CAC(26) ALINORM 03/26/11Add.2 
執行委員会/理事会は、FAOとWHOの決定機関に提示される 2か年の作業プ 
ログラムと予算を作成する際、事務局から意見を求められるべき。プログラム 

と予算の提案は、総会への専門的科学的助言の提供に利用できる予算を含まな 

ければならない。(para.14) 
執行委員会/理事会は、事務局とともに、総会の作業プログラムの適切な遂行 
を確保するため2か年プログラムと利用可能な予算に基づく年間計画を準備 
し、承認のために総会に付託しなければならない。(para.15) 
 

実施された(CAC(28) ALINORM 05/28/41 paras21-25)。 
 

提案9 
 

執行委員会の必要性 

CAC(26) ALINORM 03/26/11Add.2 
執行委員会に関して以下二つのオプションが提示。 

Option 9.1 執行委員会を戦略管理組織に 
Option 9.2 執行委員会を戦略かつ規格管理組織とする 
作業への着手のための提案のクリティカル・レビュー(critical review)に関す 
る責任とともに、規格策定の進捗状況の監督を行う。(para.20) 
 

実施された(CAC(28) ALINORM 05/28/41 paras21-25)。 
執行委員会の機能は、戦略的管理的機能および規格策定の管理機能も有する組 

織とした。 
 

提案10 
 

執行委員会の追加的な機能の削除 

CAC(26) ALINORM 03/26/11Add.2 
執行委員会は、規則Ⅸ.1.(b)(i)に定められた、コーデックス部会や特別部会を 
設立しこれらの部会における議長国を指名する権限をもはや有するべきでな 

い（これまで使用されたことがないため）。 (para.21) 
規格管理組織としての役割を除き、執行委員会は規格を検討する権限を有する 

べきでない。よって、コーデックス規格作成のための統一手続とその関連文書 

は修正されるべき。(para.22) 
 

実施された(CAC(28) ALINORM 05/28/41 paras21-25)。 
 



 
 

  

提案11 
 

執行委員会－メンバー資格 

・ CAC(26) ALINORM 03/26/11Add.2 
・ 意思決定の効率性（特に執行委員会の管理機能に関して）と政策助言や規 

格策定についての決定に関する開放性、包括性、透明性は緊張関係にある。 

評価報告書は、前者について小さな執行組織（執行理事会）、後者につい 

てはより大きな組織（規格管理部会）を推奨。しかし規格管理部会の設置 

に対しては加盟国からほとんど支持が得られていない。(para.23) 
・ 執行委員会のメンバー資格と参加に関する今までの大きな変更は、①地域 

調整国をオブザーバーとすること（第4回総会(1966年)で決定）と②各地 
域で選出されたメンバー国から代表1名とアドバイザー2名が出席可能に 
なったこと（第 18回総会（1989年）で決定）。③執行委員会の構成に関 
して、各地域から選出されるメンバー国が 6から7に増加した（近東が独 
立した地域となったため）ことである。(para.25) 
・ 事務局は、地域調整国をメンバーに任命することで執行委員会を拡大した 

ほうが良いと考える。これによって執行委員会の包括性向上や地域調整国 

の変則的状況の改善が可能となる。他方、各メンバー国のアドバイザー2 
名の出席は認めず、参加者数を減らすべきとした。(para.26) 
・ さらに事務局は、執行委員会の下には、プログラム策定、予算、計画に関 

する下部委員会(the  Sub-Committee  on Programming, Budget and 
Planning)を設置したほうが良いとした。この委員会は執行委員会副議長 
3名と地域代表 7名で構成。(para.27) 
・ 透明性の点について、執行委員会の会議では執行委員会メンバーではない 

総会メンバーや関係国際機関のオブザーバー参加が認められるべきであ 

るが、予算等に関して議論する下部委員会の会議は非公開とするとした。 

オブザーバーの地位に関しては幅広い意見があり、生産者や消費者の代表 

も加えるべきとの評価書の勧告もあるが、これにに従えば、執行委員会メ 

ンバーでない総会加盟国よりも大きな権限をオブザーバー団体に与える 

ことになってしまう問題もある。事務局は、オブザーバーに事前の文書提 

出権を認める一方、議長の許可のない発言は認めないという制限を加える 

ことを提案。(para.28-29) 
・ 評価報告書は執行委員会/理事会は管理機能を果たすため半年ごとに開か 
れるべきとした。プログラム策定、予算、計画に関する下部委員会は、必 

要に応じて、特にFAOやWHOの予算準備段階において開かれればよい 
とした。(para.30)。以上の議論を踏まえ、事務局の妥協案は二つの面を有 
する。第一に、加盟国の参加を予算等の議論については制限し、政策や規 
 



 
 格に関する議論については拡大すること。第二に、オブザーバーの参加を 

性質に関して制約を加えつつ拡大すること。(para.31) 
Option 11.1 執行委員会の拡大(para.32) 
Option 11.2 執行委員会への参加の制限(para.33) 
Option 11.3 プログラム策定、予算、計画に関する下部委員会の設置(para.34) 
Option 11.4 執行委員会のメンバーの参加のための基金(para.35) 
 

実施された(CAC(28) ALINORM 05/28/41 para.20)。 
従来オブザーバーであった地域調整国が執行委員会のメンバーとなった。 
 

提案12 
 

執行委員会へのオブザーバーの参加 

CAC(26) ALINORM 03/26/11Add.2 
執行委員会のメンバーではないメンバーと関係国際機関が、執行委員会会議に 

招かれるべき。オブザーバーは執行委員会の前に文書を提出できるが、議長に 

求められない限り発言することはできない。(para.36) 
 
進行中(CCGP21とCAC28がこの問題について検討した)；第 57回、第 58回 
執行委員会の議事録は実験的に録音された。 

提案12に対する加盟国の反応 

CAC(26) ALINORM 03/41  
加盟国の大多数が、執行委員会のメンバーではない加盟国の参加に同意。国際 

機関を限定的かつ明確に定義された権利をもつ執行委員会会議のオブザーバ 

ーとして認めた。多くの代表団が、執行委員会会議のウェブキャスティングに 

利用できる選択肢を示した。(para.161) 

EXEC(56) ALINORM 05/28/3A 
事務局は一般原則部会での議論に基づき、執行委員会の議事録の録音をインタ 

ーネット上で利用できる可能性について調査中で、全ての財政的・技術的問題 

が解決されれば、執行委員会の議事録録音の計画を拡大することが将来的に検 

討されうるとした。(para.31) 

CAC(28) ALINORM 05/28/41 
総会は、一般原則部会が執行委員会におけるオブザーバーの積極的な参加につ 

いての検討を行わないが、インターネット設備を用いた議事録公開の可能性に 

ついては検討することに合意したことを想起。事務局は、総会議事録の録音が 

実験的にコーデックスのウェブサイト上で利用できる可能性について調査中 

であるとした。(para.122) 

CAC(30) ALINORM 07/30/REP 
総会は、執行委員会会合は実験的に録音されコーデックスのウェブサイト上で 

公表されていることを指摘。執行委員会の議事録公開が可能になる肯定的な結 

果を考慮して、総会は現行の録音・ウェブ公表の計画を継続的に実施すること 
 



 
 を勧告した。(para.140) 

 <関連する議事録>  

ALINORM 03/26/11: Add. 2  

ftp://ftp. fao. org/codex/meetings/CAC/CAC26/al2611be. 

pdf ALINORM 03/41  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/601/al03_41e.pdf 

ALINORM 05/28/3A  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/643/AL2803Ae.pdf 

ALINORM 05/28/41  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/644/al28_41e.pdf  
 
 
 
 

CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION ALINORM (26) 03/26/11:Add. 3  
３．規格策定管理のプロセスの改善 
 CAC(26) ALINORM 03/26/11:Add.3 
背景・現状 

・ 評価報告書は、規格策定の管理機能の確保がコーデックスの有効性のために特に重 

要であるとし、規格策定管理プロセスを改善させるため勧告 11,12,18,20,23,24等の 
勧告を行った(para.1)。総会は戦略的枠組み 2003-2007を採択した際、全ての下部組 
織の作業プログラムについて戦略的な監督、指導、相互調整を行い、限られた時間 

で新規作業を開始し規格と関連文書を採択するとした(para.2)。評価報告書は、これ 
らのマンデートを行うため作業管理委員会（Standards Management Committee） 
の設置を提案。しかし、執行理事会(Executive Board)/執行委員会がそのマンデート 
を実行することもできるともしており、重要なのはその機能と考えられている。 

・ 第 25回臨時総会では多くの代表が、規格策定プロセスの透明性や効率性、包括性向 
上の効果への疑問や追加的コストを理由に、作業管理委員会設置に懸念を表明。し 

かし、いずれのコメントも、規格策定の管理を改善する必要があるということには 

同意している。(para.3,4) 
・ また評価報告書は、規格策定管理プロセスに関連するコンセンサスの問題やコンセ 

ンサスが存在するか否かの判断方法についても検討している。(para.5) 
 
 
評価報告書にいう規格策定管理プロセスは以下のものを含む。(para.6) 
・総会に対する規格策定の戦略的計画に関する助言 

・規格の修正や設定のための優先事項の提案、部会の規格策定/修正案や独立したリ 
スク評価を行うために不可欠な裏付け作業の検討 

・部会の設置と解散に関する助言やアドホックの部会横断的特別部会（作業がいく 
 



 
 
つかの部会の権限にまたがる分野において）を含む初期の特別部会設置に関する決 

定 

・規格策定の進捗状況の監視や、改善策をとるべきかあるいは進展の欠如により作 

業を一時中断すべきかに関する助言 

・発展途上国の規格設定ニーズの確認の援助 

・部会の規格案の検討と総会による採択のための可決または部会でのさらなる策定 

のための差し戻し 

・ 現行枠組みにもこれらの事項に関する手続は存在するが、それらは用いられてい 

ないか「戦略的管理(“strategic management”)」とか「規格策定管理(“standards 
management”)」と呼べるようなものではないかのいずれかであり、規格策定の提 
案や問題に対する総会や執行委員会の決定は、たいていの場合アドホックになさ 

れている。(para.7) 
 

提案13 
 

戦略的計画 

CAC(26) ALINORM 03/26/11:Add.3 
コーデックスは戦略的計画について 6か年のメカニズムを設けるべき。この 
戦略的計画は優先順位や個々の提案の評価基準を設定し、途上国の規格設定 

ニーズの確認を助けるものであるべきだ。これは、第27回総会から 2年ご 
とに提出されるべきである。(para.9,10)。 
 

実施された（提案7参照）。 

CAC(26) ALINORM 03/41 
総会は、事務局が執行委員会と協同して戦略的計画文書を準備すべきとした。 

執行委員会における戦略的計画策定プロセスでは発展途上国の特別なニーズ 

を考慮すべきということが示された。(para.162) 
 

提案14 
 

作業の着手に関する提案のクリティカル・レビュー 

CAC(26) ALINORM 03/26/11:Add.3 
クリティカル・レビューは以下を含むべき。(para.15) 
・総会の戦略的優先順位や独立したリスク評価に不可欠な裏付け作業を考慮 

に入れた、規格の策定/修正案の検討 
・発展途上国の規格設定ニーズの確認 

・作業がいくつかの部会の権限にまたがるような分野を含む、部会や特別部 

会の設置や解散に関する助言 

・専門家の科学的助言の必要性 

策定が認められた主要規格は、規格の目的、重要である理由、適用される主 

な局面、作業の予定表に関するプロジェクトドキュメントの作成が必要 

(para.16) 
 

実施された(CAC(27) ALINORM 04/27/41 paras 10-14)。 
 



 
  

提案15 
 

CAC(26) ALINORM 03/26/11:Add.3 
規格策定の進捗状況の監視 

クリティカル・レビューのプロセスは、以下を含むべき(para.17) 
・規格策定の進捗状況の監視や、改善策をとるべきか作業を一時中断すべき 

かに関する助言 

・部会の規格案の、基本テキストや他の国際的な法律文書との一貫性、 
 

実施された(CAC(27) ALINORM 04/27/41 paras 10-14)。 
提案14,15に対するコーデックスの反応 

CAC(26) ALINORM 03/41 
主要規格のプロジェクトドキュメントの準備を含むクリティカル・レビュー 

のプロセスを承認。作業の優先順位設定のためのクライテリア(the  Criteria 
for the Establishment of Work Priorities)（提案 38）の改正と密接に関連す 
る提案を承認。(para.163) 
 

提案16 
 

規格策定管理の責任 

CAC(26) ALINORM 03/26/11:Add.3 
第 25回総会での回答から、評価報告書のいう規格管理部会設置に対して支 
持はない（FAOマネジメント・レスポンス(FAO Management Response) 
が支持したものの）。多くが規格管理機能を執行委員会に委ねることを提案。 

(para.18) 
事務局は、第 1、第3の選択肢がほとんど支持されていないことを認識なが 
らも3つの選択肢を提示。(para.19) 
Option 16.1規格管理部会 
規格管理部会が設置された場合のメンバーについては以下が考えられる。 

(para.20) 
・各地域から選ばれた 20のメンバー（北米を除き各地域から 3か国ずつ） 
・持ち回りで任命される、規則Ⅸ.1.(b)の下で設置された部会/特別部会の議 
長 5名 
規則Ⅸ.1.(b)の下で設置される作業管理委員会は、毎年総会の開会前に 6週間 
以上開かれ、総会に報告を行わなければならない。委員会は独自に議長を選 

出しなければならず、委員会のメンバーでない部会/特別部会の議長を召集す 
る権限を有するべきである。委員会には、国際的な政府間組織や非政府組織 

がオブザーバーとして参加できるべきである。作業管理委員会の機能は、新 

規作業のクリティカル・レビューと規格策定の進捗状況の監視である。 

(para.21,22) 
Option 16.2執行委員会 
 



 
 執行委員会が規格策定管理を行う場合、現行手続規則に示されている執行委 

員会のマンデートに変更は生じない。しかし長期的には、規則Ⅲ.2を改正し 
執行委員会の機能を明示することが望ましいであろう（執行委員会の機能の 

レビューに関する文書CAC(26) ALINORM 03/26/11:Add.2も参照）。この場 
合、執行委員会が、新規作業のクリティカル・レビューや規格策定の進捗状 

況の監視を行い、総会に対して所見を報告する。(para.23) 
Option 16.3執行理事会 
総会が執行委員会に替えて執行理事会の設置を決定した場合も Option 16.2 
と同様である（CAC(26) ALINORM 03/26/11:Add.2参照）。(para.24) 
 

実施されていない。 

提案16に対するコーデックスの反応 

CAC(26) ALINORM 03/41 
第 25回総会において規格管理委員会の設置に対して支持が得られなかった 
ことから、執行委員会が新規作業のクリティカル・レビューを行う組織とな 

ることを決定。(para.164) 
 

提案17 
 

時限的な意思決定 

CAC(26) ALINORM 03/26/11: Add.3 
多くの加盟国は、全ての作業を時限的に行うことについて、コンセンサスに 

達するため必要な場合に時間の延長を許可することを条件として、支持して 

いる。(para.25) 
規格に関する新規作業の着手（いわゆる「討議文書(“discussion papers”)」 
の準備も含む。）を決定する際、総会は決定の日から標準的には 5年を超え 
ない範囲で、その作業を実行するスケジュールを示さなければならない。規 

格策定管理の責任を負う組織は、スケジュールの延長や作業の取り消し、当 

初とは異なる部会での作業の実施を提案することができる。(para.30) 

(para.31) 
 

上記提案14,15参照。 
提案17に対するコーデックスの反応 

CAC(26) ALINORM 03/41 
総会は、規格策定管理の責任を負う組織（すなわち執行委員会）が一定のス 

ケジュール（通常 5年を超えない範囲で）の最後に規格草案の策定状況を見 
直し、その見解を総会に報告するべきことを決定。 (para.165) 
 

提案18 
 

CAC(26) ALINORM 03/26/11: Add.3 
規格策定の簡素化 

手続の簡素化（現在のステップ 8からステップ5を標準とすること）は、既 
に迅速手続の利用やステップの省略が可能であるということから、作業の時 
 



 
 限化ほど各国の支持を得られていない。しかしこの手順をとるには通常の単 

純多数ではなく3分の2以上の賛成によって意思決定がなされなければなら 
ない。評価報告書は部会がコンセンサス達成後直ちに総会に規格を提出する 

よう奨励している。 

現行の統一的かつ迅速化されたコーデックス規格や関連文書の策定手続 

(Uniform and Accelerated Procedures for the Elaboration of Codex 
Standards and Related Texts)は、以下のように修正されるべきである。 

(para.32) 
・迅速手続やステップの省略を決定する際の要件から、3分の 2の特別多数 
を取り除くこと 

・標準的な 5ステップの手続と延長された 8ステップの手続の規定を設ける 
ため、策定手続を書き直すこと。後者は規格策定管理に責任を持つ組織と総 

会の承認を必要とする。 
 

実施されていない。 

提案18に対するコーデックスの反応 

CAC(26) ALINORM 03/41 
総会は、迅速手続ではコンセンサスによって規格を採択しなければならない 

ことから、3分の 2の特別多数要件を取り除いても手続きの簡素化につなが 
らないとした。また 5ステップ手続を標準とすることについてもコンセンサ 
スを得られず、必要に応じて手続を迅速化する既存のメカニズムとともに 8 
ステップ手続を維持することを決定した。(para.166) 
 

提案19 
 

ファシリテーターの活用 

CAC(26) ALINORM 03/26/11: Add.3 
部会や規格策定管理に責任を負う組織がファシリテーターを任命できるよう 

にすべき。ファシリテーターの主要な機能は異なる意見を理解しコンセンサ 

スの形成を促進することで、広くメンバーに意見を求める明白な機能があれ 

ば、さらなる包括性を確保するという点でも作業のスピードを上げるという 

点でも有用。ファシリテーターは、規格草案についてのコメント文書がいか 

に扱われてきたのか明示した報告をすべきである。(para.34) 
 

進行中（CCGP21とCAC28がこの問題について検討した）。 
提案19に対するメンバーの反応 

CAC(28) ALINORM 05/28/41 
総会は、一般原則部会が第 21回会合においてファシリテーターの試行的活 
用を検討すると結論付けたことを支持。(para.123) 

EXEC(58) ALINORM 06/29/3A 
事務局は、ファシリテーターの試行的活用に関して検討すべきという第 28 
 



 
 回総会の勧告を考慮して「進行している」ことを指摘。ただし現時点でいか 

なる部会もファシリテーターの活用を試みていないとした。(para.82) 
 

提案20 
 

電子作業部会の設置 

CAC(26) ALINORM 03/26/11: Add.3 
部会は会期間に作業の着手を決定する際、電子作業部会の設置を最優先すべ 

き。その際全ての総会メンバーと関心のある国際機関がオブザーバーとして 

参加できるようにすべき。電子作業部会への委任事項と期待されるアウトプ 

ットは明示され、マンデートを達成した電子作業部会は解散すべき。電子作 

業部会の設置と運営の規則について、手続に関する文書（CAC(26) 
ALINORM 03/26/11: Add.4）も参照。(para.36) 
 

実施された。(CAC(28) ALINORM 05/28/41 para.41) 
 提案21 

 
物理的作業部会の設置 

CAC(26) ALINORM 03/26/11: Add.3 
部会が物理的作業部会によって会期間の作業に着手すると決定した場合、そ 

のような作業部会は総会メンバーを代表するべき。物理的作業部会の構成は 

委任事項や期待されるアウトプットと同様、明示的に定義されるべきである。 

物理的作業部会はその特定のマンデートが達成され次第解散するべきであ 

る。(para.37) 
 

実施された(CAC(28) ALINORM 05/28/41 para.41)。 
提案19－21に対するコーデックスの反応 

CAC(26) ALINORM 03/41 
総会は、原則として三つの提案全てに賛成。総会は、電子作業部会が意思決 

定の場ではなく意見交換の場であるとした。また、物理的作業部会は全加盟 

国に開かれ、途上国の参加に関する問題を考慮し、そして部会においてコン 

センサスがあるか他の戦略が検討された場合にのみ設置されるべきとした。 

(para.167) 
 

提案22 
 

規格の採択 

CAC(26) ALINORM 03/26/11: Add.3 
評価報告書は、規格採択の段階において、総会は規格草案を修正すべきでな 

いが、その状況について明確な決定を行うべきであると勧告(勧告 23)。 
(para.42)以下の二つの選択肢が提示された。 
Option 22.1修正を伴わない採択の決定 
総会は採択の段階で規格を修正すべきではなく、以下のいずれかをしなけれ 

ばならない。(para.43) 
・規格を採択する 

・特定の変更について調査するために規格を部会に差し戻す 
 



 
 ・規格に関する作業を中止または延期する 

決定は、議論ではなく決定事項に焦点を当てる形で明確に報告されなければ 

ならない。(para.44) 
Option 22.2修正を伴う採択の決定 
採択の段階において、総会はコメント文書を考慮して規格の修正を決定しう 

るが、そのような修正は過去に部会で取り上げられなかったもので規格の技 

術的内容に影響を及ぼす性質のものではないものに限定されなければならな 

い。修正をしない場合、総会は以下のいずれかをしなければならない。 

(para.45) 
・規格を採択する 

・提案された修正について検討するため規格を部会に差し戻す 

・規格に関する作業を中止または延期する 

決定は、議論ではなく決定事項に焦点を当てる形で明確に報告されなければ 

ならない。(para.46) 
 

実施されていない。 

提案22に対する加盟国の反応 

CAC(26) ALINORM 03/41 
総会は、執行委員会の勧告に基づき、規格草案がコンセンサスに基づいて総 

会に送付されることを条件に、限定的な修正を伴う規格の採択が許容される 

べきであることを決定した。(para.168) 
 

提案13－ 
22に対す 
る加盟国 

の反応 
 

CAC(31) ALINORM 08/31/REP 
総会は、第30回総会で合意し第 60回執行委員会でさらに議論されたプロセ 
スによれば、コンセンサスに関連する提案は第 25回一般原則部会で検討さ 
れると指摘。総会は、評価から生じたその他すべての提案が実施済みであり、 

一般的な実施状況を次回会合でさらに検討する必要はないとした。 

(para.147) 
 

<関連する議事録>  

ALINORM 03/26/11: Add. 3  

ftp://ftp. fao. org/codex/meetings/CAC/CAC26/al2611ce. 

pdf ALINORM 03/41  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/601/al03_41e.pdf 

ALINORM 04/27/41  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/621/al04_41e.pdf 

ALINORM 05/28/3A  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/643/AL2803Ae.pdf  



 
ALINORM 05/28/41  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/644/al28_41e.pdf 

ALINORM 06/29/3A  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/661/al2903Ae.pdf 

ALINORM 08/31/REP  

http://www.codexalimentarius.org/download/report/698/al31REPe.pdf  
 
 
 
 

CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION ALINORM (26) 03/26/11:Add. 4  
４．手続規則のレビューや他の手続問題 
 ALINORM 03/26/11:Add.4 
以下では、評価報告書によって挙げられた、手続マニュアルの変更に関する全ての勧告 

を検討する。(para.1) 
 
提案23 
 

手続レビューの責任 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
手続きレビューの実施主体について以下の二つのオプションを提示 

Option 23.1手続についての専門的な特別部会 
総会は、手続規則Ⅸ．１(b)(ⅰ)の下で専門的な特別部会をCCGPに設置し、 
手続マニュアルの変更案を起草、2005年までに提出することを求める。 

(para.5) 
Option 23.2追加的なCCGP会議 
総会は、CCGPが特別会合を開き、手続マニュアルの変更案を起草し 2005 
年までに提出することを求める。(para.6) 
 

ALINORM03/41 
CCGPの特別会合において、期限内に実施する事を決定。委員会は部会が明 
確な助言や、反応の言葉を委員会や事務局から、支援を求めることを確認し 

た。 
 

提案24 
 

コーデックスのマンデートの修正 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
第 25回臨時総会は、消費者の健康を守り、食品貿易における公正な慣行を 
確保するという現在のマンデートは適切であるが、将来議論されうるとした。 

また、総会は、このマンデートのうち、消費者の健康と安全への影響のある 

基準の策定が最優先であると強調した。(para.7) 
Option 24.1総会のマンデートの修正（para.9） 
Option 24.2現在のマンデートの保持 (para.10) 
 



 
 

  

提案 24へのコーデックス委員会の反応 

ALINORM 03/41 
委員会は、コーデックス憲章の条文 1のマンデートが、保持されるべきだが、 
将来的には議論されるべきだと決定。（para.170） 
 

提案25 
 

全体的な管理を向上させるための、執行委員会の規則及び作業手続の改訂 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
事務局は執行委員会の機能に関して、以下の提案の検討を最優先すべきとし 

た。 

・地域コーディネーターを含めることによる執行委員会の拡大(規則 
Ⅱ.4(c),(d),規則Ⅲ.1) 
・プログラム策定、予算、計画に関する下部委員会の設立(新規則) 
・執行委員会会合へのメンバーの参加のための資金提供(新規則)(para.12) 
 

提案 7，8，9，10，11参照 
 

提案26 
 

執行委員会の規則及び作業手続の改訂（続） 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
総会は、2005年総会での採択を視野に、ALINORM03/26/11:Part2に含まれ 
る残りの問題を扱う手続規則の修正案や追加案を起草することを、手続レビ 

ューの実施に責任を持つ組織体に求めるべきである。(para.14) 
 
上記の提案No.12参照 
 提案27 

 
ALINORM 03/26/11:Add.4 
議長に発言する権利 

評価報告書のパラグラフ 129は、コーデックス部会の国の代表の構成やこれ 
らの代表団の中で非政府アドバイザーが発言する権利に関する懸念が表明さ 

れている。総会は手続レビューに責任を持つ組織体に対して、WHO総会の 
類似の規則に基づき新しい規則を検討するよう求める。その規則とは「本会 

議では、国の代表の長は、いかなる質問についても彼に代わって発言し投票 

する権利を持つ他の代表を指名できる。更に、代表団の長や彼が指名する他 

の代表の要求に基づき、特定の点についてアドバイザーが発言することを議 

長(President)［コーデックスの場合は Chairperson］は許可できる。」とい 
う趣旨のものである。(para.16) 
 

完了(ALINORM 05/28/41 para.27) 
CCGPにWHOの規則を参考に依頼。 
 

提案28 
 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
オブザーバー機関のクライテリア見直しについて 
 



 
 

 以下二つの選択肢を提案 

Option 28.1 FAO/WHOによるオブザーバー機関の地位のレビュー 
総会は、FAO/WHOに対して、「オブザーバーの地位(“Observer Status”)」 
における現在の国際機関の地位について、CACと共同で報告書を準備し次回 
のコーデックス総会で報告書を提出するよう求める。(para.19) 
Option 28.2規則Ⅶ.5の改訂 
総会は、執行委員会がWHO事務局長に「オブザーバーの地位」における国 
際機関の地位についての意見を提供できるよう規則Ⅶ.5を改訂し、2004年 
総会に提案を提出するよう求める。(para.20) 
Option 28.3「オブザーバーの地位」における国際機関に関する原則の改訂 
総会は、規則Ⅶ.5の改訂と矛盾のないように、コーデックス委員会の作業に 
おける国際非政府組織の参加に関する原則(Principles Concerning the 
Participation of International Non-Governmental Organizations in the 
Work of the  Codex Alimentarius Commission)を改訂することを検討。 

(para.21) 
 

完了(ALINORM 05/28/41 paras 26 and 42 ) 
ALINORM 03/41上記すべてのオプションを実施 
 

提案29 
 

コーデックス部会及び特別部会の議長 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
議長について以下のオプションを提示 

Option 29.1執行委員会による議長の承認 
総会は、執行委員会による議長の承認を規定する新規則の起草を行うよう求 

める。(para.26) 
Option 29.2議長の任命のためのクライテリアを除き現状維持 
総会は、開催国による議長の任命については現状維持とし、議長の任命のた 

めのクライテリアを策定することを求める。(下記提案33を参照)(para.27) 
 

完了(ALINORM 04/27/41 para.14) 
議長の任命権については現状維持として、任命の為のクライテリアについて 

はCCGPに検討を依頼。 
 

提案30 
 

規則ⅩⅠ.4の改訂 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
移行中の国々や発展途上国のコーデックス委員会の作業への参加のための 

FAO/WHO信託基金の下での参加に備えて、またコーデックス予算から拠出 
する執行委員会へのメンバーの参加のための基金に関する総会の決定を考慮 

にいれるため、規則 を改訂すべきである。(ALINORM 03/26/11: Add.2, 
Option 11.4参照) (para.29) 
 



 
 

 完了(ALINORM 05/28/41 para.20) 
CCGPに改定を依頼。 
 

提案31 
 

開催国政府への助言と会合の運営に関する助言 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
総会は、開催国政府への助言と会合の運営に関する助言に関する 2つの別々 
の文書を策定するよう指示する。 (para.35) 
 
完了(ALNORM 04/27/41 para.14) 
 提案32 

 
ALINORM 03/26/11:Add.4 
共同議長制 

総会は、責任を持つ組織体に対して、コスト面での含意も含め、コーデック 

ス部会及び特別部会における共同議長制のための指針を策定するよう求め 

る。(para.37) 
 
進行中(CCGP21とCAC28がこの問題について考慮している) 

ALINORM 05/28/3A 
ケースバイケースで試されるべきとする一般原則部会の第 21回会合の結論 
を支持。例として、最近のFood Hygiene部会(アメリカとアルゼンチンの共 
同主催)やFish and Fishery product部会(ノルウェーと南アフリカの共同主 
催)における共同議長制度の良い結果が論じられた。(para.39) 
 

提案33 
 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
議長の選出についてのクライテリア 

総会は、コーデックス部会及び特別部会の議長の任命のためのクライテリア 

案を策定し、次回総会（2004年）での検討のために提出するよう要求する。 
このクライテリアは議長を任命する開催国の権利を認めるべき。(para.39) 
 
上記提案 No.29参照 
 提案34 

 
コンセンサスの決定 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
会議の運営：コンセンサス 

コンセンサスと意思決定に関する報告書の勧告については幅広い意見がある 

が、以下の通りに要約される。(para.40) 
・「ほぼコンセンサス(near-consensus)」の概念は、支持を得ていない。 
・諮問的な郵便投票は、ほとんどもしくは全く支持を得ていない。 

・コンセンサスの定義案(「会合に出席する1以上のメンバーから正式な異 
議がないこと」)については、賛否両論がある。 
・規格採択のための条件付き多数決(2/3)は、いくらかの支持をえた。 
・いくつかの国は、現状維持を支持した。 

この問題における意見の多様性の観点から、総会はこの問題の現状維持を求 
 



 
 

 める。総会は、意思決定に関するコンセンサスの問題の解決は重要な問題で 

あり、コーデックス部会及び特別部会について適切な指針策定する努力が必 

要であると助言。また、総会は 2005年通常会合でこの問題の進捗報告を求 
める。(para.41) 
 
第 21回 CCGPは現段階で”コンセンサス”の定義についての新たな作業を実 
施しないこととした；第23回CCGPと第24回CCGPはこの問題について 
継続的な議論をしている。 
 

提案35 
 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
会議の運営：報告書 

評価報告書は、議論ではなく決定に焦点を置いた行動志向の会議報告書を作 

成するという方向性の強化を提案（勧告21）。これに対し、支持の立場、行 
われた議論の記録に価値を見出し、自国にとって特に重要な問題について自 

国の立場を記録に残したいとする立場があった。(para.42) 
 

ALINORM 05/283A 
近代的な技術（音声録音等がインターネット上で確認できるなど）が利用で 

きれば報告書が詳細まで記述せず、議論の結果に集中してもよいという指摘 

をする国もあったが、途上国からは参加できない国にとっては議事録が省略 

されると議論が分からないとの指摘もなされた（para.36） 
ALINORM 05/28/41 手続きマニュアルに改定が必要な内容はないと決定 
 

提案36 
 

会議の運営：国のグループ化 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
評価書の勧告 25では、共通の意見を有する国がまとまったグループとして 
調整をすることを勧告（para.44） 
 
ALINORM05/28/41 実施しないことを決定 
 提案37 

 
OIEとの関係 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
総会は、SPS関連の国際組織（OIEや IPCC）などと重複等を避けるため協 
力強化のあり方について模索すべきとの勧告を支持する。(para.49) 
 
ALINORM 03/41 
コーデックスとOIEが重複の最小化と基準設定の乖離を避けるために協調 
を高めるべきであるという勧告を承認。(para.181) 
 

提案38 
 

作業の優先順位設定のためのクライテリア 

ALINORM 03/26/11:Add.4 
以下の二つの選択肢が提示された 

Option 38.1-作業の優先順位の設定のための基準の改訂 
作業の優先順位設定のためのクライテリアを再起草するよう指示。改訂版ク 
 



 
 ライテリアは、優先順位に対する作業提案の評価のための明確な判断手段で 

あるべき。(para.53) 
Option 38.2-コーデックス規格及び関連文書の策定手続への優先順位の包含 
総会は、その優先順位が反映された文書をコーデックス規格及び関連文書の 

策定手続の導入部分に含め、手続マニュアルから作業の優先順位設定のため 

のクライテリアを削除するよう指示する。この場合も、クライテリアは優先 

順位に対する作業提案の評価のための明確な判断手段であるべきである。 

(para.54) 
 

完了(ALINORM 05/28/41) 
ALINORM03/41 総会はCCGPに記載するように依頼をした（para.182） 
 

<関連する議事録>  
ALINORM 03/26/11:Add. 4  
ftp://ftp. fao. org/codex/meetings/CAC/CAC26/al2611de. pdf  

 
 

CODEX ALIMENTARIUS COMMISSION ALINORM (26) 03/26/11:Add. 5  
５．その他の勧告の実施（FAO/WHOの活動分野） 
 ALINORM 03/26/11:Add.5 
背景・現状 

コーデックスの管理構造 

評価報告書は、FAO/WHOの全体構造の中で、コーデックスの作業プログラムの提案や 
執行について独立性を高めるべきだと述べ、FAO/WHOの承認を得た。提案は、規格策 
定の作業管理の改善や中央的管理の強化を目指すもので、規格設定の迅速化につながる。 

(para.2) 
専門家の助言と科学的なリスク評価 

評価報告書によれば、コーデックスに対する専門家の助言は、さらなる主体性と調和、 

リソースを有しFAO/WHOの中での独立性と透明性を強化する必要がある。また、専門 
家によるリスク評価の機能とコーデックス部会によるリスク管理の機能とをはっきり区 

別すべき。コーデックスの意思決定に対する科学的なサポートの強化が、当面の優先事 

項とされた(para.25と勧告)。 (para.5) 
 



 
 

FAOおよ 
び WHO 
による対 

応が求め 

られる論 

点 
 

コーデックス事務局(管理と報告のプロセス) 

ALINORM 03/26/11:Add.5 
手続規則による管理 

FAOはマネジメントレスポンス(ALINORM 03/25/3-Add.1)は、総会が必要 
に応じて各意思決定機関に報告を行うための手続は存在すると指摘したが、 

一方で、プロセスの透明性と効率性を向上させる方法は検討すべきとした。 

(para.9) 
コーデックスの独立性 

全体構造の中でコーデックスによる作業プログラムの計画・執行の独立性を 

高めることにFAO/WHOも承認し、その要求を満たすための方法について共 
同でレビューを行っている。(para.10) 
コーデックス事務局の位置づけ 

コーデックスでは、コーデックス事務局を FAOの中で再配置するという勧 
告が支持されたが、FAO/WHOは現在の位置づけが適切であるとして、事務 
局長の任命は FAO/WHOの事務総長の特権であることを想起させた。 

(para.12) 
 

 ALINORM 03/26/11:Add.5 
コーデックスの事務局(リソース) 
FAO/WHOの現実的な困難を認識しつつも、事務局の中心的財源を増加させ 
ることが全会一致で賛成された。特にWHOのより積極的な貢献を期待する 
回答者もいた。(para.14) 
コーデックスのウェブサイト 

全回答者が、コーデックスのウェブサイトを一般的な利便性の観点から改良 

するという勧告を支持した。FAO/WHOは、コーデックス事務局がその能力 
を最大限活用できるよう、ウェブサイトの維持に必要な人的・財政的リソー 

スを有することを確保すべきである。(para.16) 
 



 
 ALINORM 03/26/11:Add.5 

科学的な助言とリスク評価 

JEMRAについて 
コーデックスは JEMRAが常設の部会であるべきだという勧告を支持。 
FAO/WHOもこの勧告に賛成。(para.18) 
科学的助言とリスク評価へのリソース 

コーデックスでは、FAO/WHOが明確な予算や人的リソースを科学的助言や 
リスク評価に割り当てること、リスク評価への出資を増加させることへの支 

持が表明された。FAO/WHOは共同での科学的助言やリスク評価について完 
全なレビューが必要であることに同意し、この勧告の実行に必要な措置を取 

りはじめた。 (para.19) 
コーデックスでは、特に独特な食習慣をもつ途上国からの、質の高いデータ 

の必要性について広い支持があった。関連する作業範囲の観点から、 

FAO/WHOが優先順位を確立承認しコストの影響を注意深くレビューすべ 
きとされた。(para.20) 
コーデックスは、FAO/WHOと同様、専門家に対する支払いのあり方に原則 
として同意した。専門家選出の主なクライテリアは透明性、科学的な業績や 

専門的知識であり、専門家は関心事項を説明する文書の提供を求められるべ 

きであるということが強調された。(para.21) 
コーデックスはリスク評価とリスク管理を分ける提案を支持したが、これら 

の機能は相互依存的であり両者の意思疎通が重要であると注意喚起をする意 

見もあった。(para.22) 
コーデックスは、専門家の助言に関するコンサルタントの研究/専門家の協議 
について全会一致で支持した。FAO/WHOは既にこの勧告同意し、進捗報告 
書が総会に提出されている(ALINORM 03/26/13)。(para.23) 
 

 ALINORM 03/26/11:Add.5  
キャパシティ・ビルディング 

この勧告にコメントをした回答者は、FAOとWHOが技術援助やキャパシテ 
ィ・ビルディングについて、より密接に協調・協力する必要があるとした。 

(para.25) 
 

 

 


